
 

平成３１年度簡易水道事業の概要と事業の経営方針 

   平成３１年度予算の編成にあたっては、平成３１年度から３年間をかけて公

営企業法適用会計への移行を行う為、債務負担行為による予算計上を行います。

公営企業会計を適用することにより、経営・資産の状況を「見える化」し、ス

トック情報や損益情報などの経営情報を的確に把握するとともに、資産の現状

を把握し中長期的な収支見通しに基づく経営基盤の強化等を行うものです。ま

た、水道が住民の日常生活に直結し、その健康を守るために欠くことのできな

いものである為、老朽管等布設替工事及び施設修繕工事を進め、水道施設並び

にこれら周辺の清潔保持等、水道水の安心、安全で安定した供給に必要な施策

を講じるなど、その能率的な運営を基本として予算編成を行いました。 

 

歳入に関する事項 

１款 分担金及び負担金 ２４１千円、構成比０.２％  

（前年度比△１,２６０千円、８３．９％減） 

２款 使用料及び手数料 ４８,０３４千円、構成比４７.９％ 

（前年度比△１,８９４千円、３．８％減） 

３款 繰 入 金 ５０,８７２千円、構成比５０.８％ 

（前年度比△９,３３９千円、１５．５％減） 

４款 繰 越 金  １,０００千円、構成比１．０％ 

（前年度比△６,４０７千円、８６．５％減） 

５款 諸 収 入  ５３千円、構成比０.１％（前年度同額） 

 

歳出に関する事項 

１款 総 務 費  １４,５１７千円、構成比１４.５％ 

（前年度比３,１１２千円、２７．３％増） 

２款 衛 生 費  ７０,３１３千円、構成比７０.２％ 

（前年度比△２２,０１３千円、２３．８％減） 

３款 公 債 費  １４,３７０千円、構成比１４.３％ 

（前年度比１千円、０．０１％増） 

４款 予 備 費  １,０００千円、構成比１.０％（前年度同額） 

    

 

 


